
平成 18年 3月期　中間決算短信　（連結）

株式会社　大　真　空 上場取引所(所属部)　　大（市場第１部）
(URL  http://www.kds.info/) 本社所在都道府県

兵庫県
TEL(0794)26-3211

中間決算取締役会開催日　　　　平成 17年 11月 18日
米国会計基準採用の有無　　　　　　　　　　無

１．17年 9月中間期の連結業績 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1) 連結経営成績         （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
1 5, 7 7 5 △ 　    7 8 6 　    9 4 8
1 7, 1 7 1 　    7 1 4 △ 　    9 0 1
3 4, 7 6 3 1, 6 3 5 1, 2 2 0

百万円 ％ 円 銭 円 銭
      4 4 2 △ 1 0 0 5 -  -
      8 6 0 △ 1 9 1 6 1 6 8 8
8 8 5 1 9 4 0 1 8 1 6

（注）　①持分法投資損益 17年9月中間期　 　  －百万円    16年9月中間期　    - 百万円     17年3月期　    - 百万円　　　
②期中平均株式数(連結) 17年9月中間期 44,054,078株    16年9月中間期 44,905,450株    17年3月期 44,513,129株
③会計処理の方法の変更　　　　　無
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
5 7, 9 9 1 3 0, 8 0 3
5 9, 1 2 5 3 0, 4 2 3
5 6, 2 2 0 2 9, 9 5 8

（注） 期末発行済株式数（連結）  17年9月中間期44,036,784株   16年9月中間期44,510,559株   17年3月期44,072,762株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
 2 , 3 2 5 △　 　8 6 3 △      8 6 0 1　0, 4 3 6
   1 , 9 5 3 　 　7 2 4 △ 4 , 8 0 2 1　0, 2 0 0
2 , 5 8 7  3 0 3 △ 5 , 2 2 7    9, 9 0 6

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　   11 社 持分法適用非連結子会社数　 -  社 持分法適用関連会社数   - 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　（新規）　 - 社　 （除外）　- 社 持分法　（新規）　 - 社　 （除外）　- 社

２．18年 3月期の連結業績予想 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

   1, 9 2 0 1, 4 8 0

（参考） 1株当たり予想当期純利益　（通期） 3 3  円  6 1  銭

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでお
ります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページを参照ください。
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コー ド番 号

問 合 せ 先
氏 名
責任者役職名
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代 表 者 役 職 名

平成 17年 11月 18日

1株当たり株主資本

6.0

土 井 紀 夫

291.3

常 務 取 締 役

売上高 営業利益 経常利益

5 3. 3     6 7 9 2 6

17年 9月中間期 10.0 5.28.1
16年 9月中間期

中間（当期）純利益 1株当たり中間 潜在株式調整後1株当
（当期）純利益 たり中間（当期）純利益

17年 3月期

12.0

17年 9月中間期 48.5
16年 9月中間期 55.9
17年 3月期

総資産 株主資本 株主資本比率

17年 9月中間期 5 3. 1     6 9 9 4 9
16年 9月中間期 5 1. 4     6 8 3 5 1

現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高
営 業 活 動 に よる 投 資 活 動 に よる 財 務 活 動 に よる

当期純利益

百万円 百万円 百万円

売上高

取 締 役 社 長
長 谷 川 宗 平氏 名

通     期 3 5, 0 0 0

経常利益

17年 9月中間期
16年 9月中間期

17年 3月期

17年 3月期
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企 業 集 団 等 の 状 況

当社グループは人工水晶等の部材から水晶振動子、音叉型水晶振動子及び水晶応用製品等電子部品を製造

　当社が製造販売する他、連結製造子会社であるPT.KDS INDONESIA、

天津大真空有限公司、株式会社九州大真空、加高電子股份有限公司 に

製造を委託しております。また、加高電子股份有限公司は同社が製造する

他、同社の製造子会社である加高電子（深圳）有限公司 と HARMONY 

ELECTRONICS(THAILAND)CO.,LTD.に製造を委託しております。

　海外での販売は大真空(香港）有限公司等5社の連結販売子会社があります。

主に当社でセラミック製品を販売しております。

　　　　　　事業の主な系統図は以下のとおりです。

［ 水 晶 製 品 事 業 ］

［ そ の 他 事 業 ］

　当社企業集団は、当社と子会社11社により構成され、水晶応用電子部品を製造販売する単独事業会社です。

販売する水晶デバイスの総合メーカーです。

当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

損害保険代理及び
労働者派遣事業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社

　　　DAISHINKU(AMERICA)CORP.
                      （北　米　地　区）

　　　大真空（香港）有限公司
                       （香　港　地　区）
　
    　上海大真空国際貿易有限公司
　　　　　　　　　　（中　国　地　区）
 
    　 DAISHINKU(SINGAPORE)PTE.LTD.
                       （ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ地区）
　
　 　　DAISHINKU(DEUTSCHLAND)GmbH
                       （欧　州　地　区）

　
　
 
 
 
 
 

水
　
 

晶
　
 

製
　
 

品
　
 

事
　
 

業

（
5
 

社

）

　
販
　
売
　
会
　
社

製 品 の 供 給

　 加　高　電　子　股　份　有　限　公　司

 
   加　高　電　子　（深　圳）　有　限　公　司

  HARMONY  ELECTORONICS(THAILAND)CO.,LTD.

　   大    真    興    産    株    式    会    社

半製品の供給
及び製品の購入

半製品の供給

そ
の
他

事
業

製    品

 
 
 
 
 
 
 
 

得
 
 
 
 
 
 
 
 

意
 
 
 
 
 
 
 
 

先

製                       品

（連 結 子 会 社）

（連 結 子 会 社）

（連 結 子 会 社）

（非 連 結 子 会 社）

材料・半製品の供給
及び製品の購入

（連 結 子 会 社） 製 品 の 供 給

　　　　　   PT.KDS INDONESIA

　　　　　    天津大真空有限公司

半製品の供給
及び製品の購入

　  株  式  会  社　九　州　大　真　空

製
造
会
社

（
2
社

）

半製品の供給
及び製品の購入

（連 結 子 会 社）

製    品

製　　品
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経 営 方 針 

 

１．会社の経営の基本方針 

   当社グループは「信頼」の経営理念の基に、グローバル企業として世界中の人々に

信頼される企業グループでありたいと考えています。 

「より良い製品を、より安く、より早く」をモットーに、ニーズにマッチした製品

作りを通じて、お客様や株主の皆さまから信頼を得るとともに、社会に貢献できる経

営を推進してまいります。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

   当社の配当政策は、株主の皆様に対して安定的に利益の還元を行うことを最も重要

な政策のひとつとして考えております。 

   一方、急速な技術革新への対応や顧客ニーズにタイムリーに応えるために、研究開

発・生産に関わる積極的な先行投資等を行うことも必要不可欠であります。株主の皆

様に対する配当金につきましては、財政状況、利益水準および配当性向等を総合的に

勘案して実施することとしております。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略と課題 

当社グループは、グローバル市場における競争力強化を図るべく、生産性の改善、

原価低減を強力に推進するとともに、キャッシュ・フロー重視の経営を引き続き推進

するとともに、売上債権、たな卸資産の効率化を図り、良好な財務体質を維持強化し

てまいります。 
 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社グループでは、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の目的を、①透明性の

高い健全な企業運営を保障すること、②経営の効率性を高め競争力を強化し、全ての

ステークホルダーの利益を実現していくことにあると認識し、重要な経営施策の一つ

と位置づけ、その充実に努めております。 

当社は、経営上の基本方針・重要事項の決定機能および代表取締役の業務執行の監

督機能としては取締役会を、取締役の業務執行の監査機能としては監査役会をそれぞ

れ経営体制の基本としております。 

また、当社の監査役につきましては、取締役会その他重要な会議に出席し業務の執

行状況を常に監視できる体制を築いております。 

その他、会計監査人との連携を密にし、主に会計監査の中で明らかになった専門的

かつ客観性のある指摘事項につきましては、速やかに経営に反映させるよう努めてお

ります。 
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経営成績及び財政状態 

 

1. 当中間期の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や自然災害による不安

要因が支配するものの、企業収益の改善や設備投資の増加により、緩やかではありま

すが回復基調が続きました。 

   水晶デバイスのマーケットでは、情報機器向けの出荷は高い水準を維持しましたが、

昨年夏ごろから始まった携帯電話の生産調整が当中間連結会計期間も継続しました。

また近年拡大が続いているフラット TVやDVDレコーダーなどのデジタル家電製品に

おきましても、セット価格の下落が部品の価格圧力となり、全体として事業環境は低

調に推移しました。 

   このような状況下におきまして当社グループでは、引き続き小型機種の開発および

生産に注力して業績の向上に努めました。代表的な小型機種である 3225 サイズ（3.2 ﾐ

ﾘﾒｰﾄﾙ×2.5 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ）水晶振動子 DSX321G では、小型・高機能化が進むモバイル機器
を中心にニーズが拡大しており、PT.KDS INDONESIAの生産設備を増設しました。

一方、国内生産体制の再編と強化を目的に、宮崎工場の業務を連結子会社である株式

会社九州大真空に移管しました。また、近年販売が伸びている TCXO（温度補償水晶

発振器）につきましては、業界最小の 2520 サイズ（2.5 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ×2.0 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ）の

DSA221SAを開発、さらに携帯電話にその機能の搭載が増加している GPS 向けに、高

精度 TCXO DSA321SD を開発して、今後拡大する新しい市場獲得に備えました。 

なお、主力機種の一つである光学製品では、一眼レフデジタルカメラ用の大型ロー

パスフィルタの生産が本格化してまいりましたが、汎用デジタルスチルカメラ向けの

減少をカバーするには至りませんでした。 

   これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は 15,775 百万

円（前年同期比 8.1％減）となりました。また、利益につきましては、為替レートが

円安で推移したため経常利益は 948 百万円（前年同期比 5.2％増）となりましたが、

当中間連結会計期間より適用となりました減損会計の影響等により中間純利益は 

442 百万円（前年同期比 48.5％減）となりました。 

  
 

2. 通期の見通し 

下半期におきましては、原材料高と米国経済の鈍化などにより不透明な状況が継続

すると思われますが、来年予定されている冬季オリンピックやワールドカップなどの

スポーツイベントにより、ＡＶ機器を中心に一定水準の生産が継続すると見られます。 

また、携帯電話もＢＲＩＣＳ向けに数量が増加し、この他の地域についても高機能化

の進展により水晶製品の搭載数量は増加すると見られ、水晶デバイスのマーケットは

更なる拡大が見込まれます。 
これらに対応すべく当社グループでは、引き続き新製品開発に注力するとともに、

小型・高精度・環境対応製品などの高付加価値製品の生産を拡大して業績の向上を期

し、株主のみなさまのご期待にお応えしてまいる所存でございます。 
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なお、平成 18 年 3 月期の通期業績の見通しにつきましては、平成 17年 5月 20 日発

表の予想を修正しておりません。当期は、連結売上高 35,000 百万円、経常利益 1,920

百万円、当期純利益 1,480百万円を予想しております。 

 

 

3. 財政状態  

   当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は前中間連結会計期間末に比
べ 235 百万円増加し、当中間連結会計期間末には 10,436 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動のキャッシュ・フローは 2,325 百万円となり、前中間連結会計期間に比

べ 372 百万円の増加となりました。主に仕入債務が減少したものの、売上債権、た

な卸資産が減少したことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動のキャッシュ・フローは△863 百万円となり、前中間連結会計期間に比
べ 1,587 百万円の減少となりました。これは定期預金の払戻による収入が減少した

こと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動のキャッシュ・フローは△860 百万円となり、前中間連結会計期間に比

べ 3,942 百万円の増加となりました。これは前中間連結会計期間に転換社債を償還

したこと等によるものであります。 

 

 平成 14 年 3 月期  平成 15 年 3 月期  平成１6 年３月期  平成１7 年３月期  
平成 18 年 3 月 
中   間    期  

自己資本比率 50.2 % 39.6 %  49.1 %  53.3%  53.1% 

時価ベースの自己資本比率  18.2 % 15.6 % 45.8 %  34.5%  42.6%  

債務償還年数 13.7 年 45.8 年   6.7年  6.7年  7.4年  

イ ン タ レ ス ト ・ カ バ レ ッ ジ ・ レ シ オ  5.4   1.8     7.8  6.3 12.4    

 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は

貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。 



29,172,546    50.3 29,371,824    49.7 △ 199,277      27,725,776    49.3 

現 金 及 び 預 金 7,103,687      9,125,829      △ 2,022,141   6,342,547      

受取手形及び売掛金 9,570,906      10,358,016    △ 787,109      9,850,501      

有 価 証 券 3,540,200      1,249,147      2,291,052   3,795,098      

た な 卸 資 産 8,188,085      7,913,041      275,044      7,331,289      

繰 延 税 金 資 産 20,481          27,762          △ 7,281         42,657          

そ の 他 809,716        744,274        65,441       679,282        

貸 倒 引 当 金△ 60,530          △ 46,247          △ 14,283       △ 315,601        

28,818,711    49.7 29,753,233    50.3 △ 934,521      28,494,534    50.7

有形固定資産 25,978,604    44.8 26,052,701    44.1 △ 74,097       25,238,805    44.9

建物及び構築物 7,480,260      7,819,534      △ 339,274      7,401,385      

機械装置及び運搬具 10,469,707    10,426,410    43,296       10,454,084    

土 地 5,832,664      5,787,512      45,152       5,772,374      

そ の 他 2,195,971      2,019,243      176,728      1,610,961      

無形固定資産 385,728        0.7 259,406        0.4 126,322      414,655        0.7

連 結 調 整 勘 定 224,548        87,737          136,810      253,847        

そ の 他 161,180        171,668        △ 10,488       160,807        

投資その他の資産 2,454,379      4.2 3,441,126      5.8 △ 986,747      2,841,073      5.1

投 資 有 価 証 券 2,114,023      2,947,210      △ 833,186      2,390,628      

繰 延 税 金 資 産 14,040          34,429          △ 20,388       18,289          

そ の 他 936,939        680,446        256,493      654,154        

貸 倒 引 当 金△ 610,624        △ 220,959        △ 389,665      △ 221,999        

57,991,258    100.0 59,125,058    100.0 △ 1,133,799   56,220,310    100.0

中間連結財務諸表等

比較連結貸借対照表

千円 ％

　前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成 17 年 3月31日

金　　　　額 構成比金　　　　額

平成 17 年 9月30日

期         別 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

資 産 合 計

千円千円 ％（ 資 産 の 部 ）

固 定 資 産

流 動 資 産

千円 ％

増減金額

科         目

（単位 : 千円）

構成比

平成 16 年 9 月30日

金　　　　額 構成比
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11,457,076    19.8 11,110,811    18.8 346,265      8,945,330      15.9

買 掛 金 2,217,861      2,889,222      △ 671,360      2,255,884      

短 期 借 入 金 2,271,867      1,469,023      802,843      2,188,542      

1年以内返済予定の長期借入金 4,002,918      4,243,889      △ 240,971      2,523,958      

1 年 以 内 償 還予 定の社債 300,000         -                  300,000      300,000         

未 払 金 1,389,008      1,063,138      325,870      634,150         

未 払 法 人 税 等 165,456         111,598         53,858       194,202         

未 払 費 用 480,449         638,613         △ 158,163      438,467         

賞 与 引 当 金 473,154         560,332         △ 87,177       383,529         

そ の 他 156,361         134,993         21,367       26,595          

13,156,786    22.7 14,522,556    24.6 △ 1,365,769   14,852,555    26.4

社 債 2,550,000      -                  2,550,000   2,700,000      

長 期 借 入 金 8,083,343      12,000,581    △ 3,917,238   9,664,856      

繰 延 税 金 負 債 564,212         625,301         △ 61,088       584,246         

退 職 給 付 引 当 金 1,433,425      1,335,803      97,622       1,372,098      

役員退職慰労引当金 177,026         159,212         17,814       167,958         

そ の 他 348,778         401,658         △ 52,879       363,394         

24,613,863    42.5 25,633,367    43.4 △ 1,019,503   23,797,885    42.3

2,573,974      4.4 3,068,280      5.2 △ 494,306      2,463,519      4.4

19,344,883    33.4 19,344,883    32.7 -               19,344,883    34.4

12,421,037    21.4 12,419,437    21.0 1,600         12,421,031    22.1

△ 918,516         △ 1.6 △ 1,150,365      △ 2.0 231,848      △ 1,117,261      △ 2.0

537,116         0.9 574,143         1.0 △ 37,027       533,814         1.0

△ 102,558         △ 0.2 △ 470,102         △ 0.8 367,544      △ 761,791         △ 1.4

△ 478,541         △ 0.8 △ 294,586         △ 0.5 △ 183,954      △ 461,772         △ 0.8

30,803,420    53.1 30,423,409    51.4 380,011      29,958,904    53.3

57,991,258    100.0 59,125,058    100.0 △ 1,133,799   56,220,310    100.0

（単位 : 千円）

期         別 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 　前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

平成 17 年 9月30日 平成 16 年 9 月30日 増減金額 平成 17 年 3月31日

科         目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ） 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び

資 本 合 計
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比較連結損益計算書

営　業　収　益 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 1,395,268 ) ( ) ( )

売 上 高 △ 1,395,268 

営　業　費　用 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 1,466,530 ) ( ) ( )

売 上 原 価 △ 1,476,676 

販売費及び一般管理費 10,146     

786,058     5.0    714,796     4.2    71,262     1,635,159     4.7    

営　業　外　収　益 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 80,627     ) ( ) ( )

受取利息及び配当金 11,994     

為 替 差 益 428,907     464,831     △ 35,924     

そ の 他 △ 56,696     

営　業　外　費　用 ( ) ( ) ( ) ( ) ( △ 56,409     ) ( ) ( )

支 払 利 息 △ 32,840     

そ の 他 △ 23,569     

948,340     6.0    901,295     5.2    47,044     1,220,672     3.5    

特　別　利　益 ( ) ( ) ( ) ( ) ( 85,376     ) ( ) ( )

固 定 資 産 売 却 益 3,091        3,766        △ 674          13,826         

投資有価証券売却益 242,660     42,285      200,374    309,163       

そ の 他 5,420        119,744     △ 114,324    122,994       

特　別　損　失 ( ) ( ) ( ) ( ) ( 536,768    ) ( ) ( )

固 定 資 産 除 売 却 損 106,002     13,916      92,085     177,046       

ゴルフ会員権等評価損 -              1,250        △ 1,250       2,250           

減 損 損 失 332,656     -              332,656    -                 

そ の 他 147,662     34,385      113,276    316,166       

73,017      0.5    19,125      0.1    53,891     65,140         0.2    

△ 6,632        △ 0.0    10,490      0.1    △ 17,122     △ 30,959         △ 0.0    

103,940     0.6    127,641     0.7    △ 23,700     251,603       0.7    

442,866     2.8    860,281     5.0    △ 417,414    885,409       2.5    

3.4    5.9    △ 404,347    1,171,194     

増減金額

2.3        

179,081         

366,535         

187,453         

43,330           

15,775,964     100.0     

18.4      

17,171,232     

( 営 業 外 損 益 の 部 ）

528,816         3.3        

113,275         56,578           

31,336           

営 業 利 益

2,906,761      

15,775,964     100.0     

12,083,144     76.6      13,559,820     

14,989,905     16,456,436     95.0      

経 常 利 益

（特 別 損 益 の 部 ）

法 人 税 等 調 整 額

　　　　中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税

税 金 等 調 整 前

百分比

％ ％

科　　　　　目 金　　　　額 百分比 金　　　　額

（営 業 損 益 の 部 ）

期　　　　　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

自　平成17年4月 1日

至　平成17年9月30日

自　平成16年4月 1日

至　平成16年9月30日

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

少 数 株 主 利 益

0.3        

613,192     3.9    1,017,540  

251,172         1.6        1.0        

586,320         3.7        49,552           

165,796         

2,896,615      16.8      

609,444         3.5        

100.0     

79.0      

95.8      

100.0     17,171,232     

％

34,763,161        100.0     

422,945         2.5        

220,294         

202,651         

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

自　平成16年4月 1日

至　平成17年3月31日

金　　　　額 百分比

34,763,161        100.0     

33,128,002        95.3      

27,399,612        78.8      

5,728,389         16.5      

（単位 : 千円）

605,398            

445,984            1.3        

2.9        

408,071            

598,983            1.7        

59,787              

200,736            

495,462            1.4        

338,458            

1,013,469         
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比較連結剰余金計算書

千円 千円 千円
12,421,031   12,295,269    125,762        12,295,269   

5                125,000        △ 124,994        125,762       
-                  125,000          △ 125,000          125,000         
5                  -                   5                   762              

-                831             △ 831             -               
-                  831                △ 831                -                  

12,421,037   12,419,437    1,600           12,421,031   

△ 1,117,261     △ 1,857,170     739,908        △ 1,857,170    

442,866       913,435        △ 470,569        946,539       
442,866         860,281          △ 417,414          885,409         

-                  53,154            △ 53,154            61,129          

244,121       206,630        37,490         206,630       
220,363         178,127          42,236            178,127         
23,757           19,000            4,757             19,000          

-                  9,503             △ 9,503             9,503            

△ 918,516       △ 1,150,365     231,848        △ 1,117,261    

自 己 株 式 処 分 差 益

自 己 株 式 処 分 差 損

中 間 （当 期 ）純 利 益

（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

資本剰余金中間期末(期末）残高

利益剰余金中間期末(期末）残高

利益剰余金減少高
配 当 金
役 員 賞 与
連結子会社減少に伴う利益剰余金
減少高

至平成17年9月30日

在 外 連 結 子 会 社 会 計 処 理
基 準 等 の変 更に伴う増加高

至平成16年9月30日

期　　　　　　　別

資本剰余金増加高
転換社債の転換による増加高

資本剰余金期首残高

科　　　　　　　目

（資本剰余金の部）

当中間連結会計期間

資本剰余金減少高

至平成17年3月31日

前連結会計年度

自平成17年4月 1日 増減金額

前中間連結会計期間

自平成16年4月 1日 自平成16年4月 1日

- 9 -



（単位 : 千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 （当 期 ）純 利 益 613,192      1,017,540   △ 404,347     1,171,194   

減 価 償 却 費 1,309,424   1,384,786   △ 75,361      2,786,053   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 29,299       10,114        19,184      30,040       

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 （△ 減 少 額 ） 135,106      17,321        117,784     297,042      

賞 与 引 当 金 の 増 加 額 （△ 減 少 額 ） 88,340       343,520      △ 255,179     167,719      

退職給付引当金 の増 加額 （△ 減少 額） 55,929       △ 178,015      233,944     △ 138,507      

役員退職慰労引当金の増 加額 （△ 減少 額） 9,067         △ 2,078         11,146      6,667         

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 43,330       △ 31,336        △ 11,994      △ 59,787       

支 払 利 息 187,453      220,294      △ 32,840      408,071      

為 替 差 損 益 （ △ 差 益 ） 36,187       △ 19,592        55,780      51,406       

有 価 証 券 売 却 損 （△ 売 却 益 ） 61             -               61            1,095         

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 242,660      △ 42,285        △ 200,374     △ 309,163      

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -               1,250         △ 1,250        2,250         

有 形 固 定 資 産 売 却 益 △ 3,091         △ 3,766         674           △ 13,826       

有 形 固 定 資 産 除 却 損 104,667      13,377        91,290      166,757      

有 形 固 定 資 産 売 却 損 1,334         539            794           10,288       

減 損 損 失 332,656      -               332,656     -               

持 分 変 動 損 -               -               -              34,385       

売 上 債 権 の 減 少 額 （△ 増 加 額 ） 148,994      △ 917,030      1,066,025  △ 589,316      

た な 卸 資 産 の 減 少 額 （△ 増 加 額 ） △ 583,266      △ 1,178,088   594,822     △ 742,841      

仕 入 債 務 の 増 加 額 （△ 減 少 額 ） △ 106,774      805,903      △ 912,677     416,802      

役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 26,394       △ 19,000        △ 7,394        △ 19,000       

そ の 他 456,722      704,320      △ 300,188     △ 615,232      

小 計 2,502,918   2,127,771   322,557     3,062,101   

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 44,703       31,336        13,367      59,787       

利 息 の 支 払 額 △ 182,046      △ 202,987      20,940      △ 467,092      

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 39,726       △ 2,698         15,562      △ 67,058       

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,325,849   1,953,422   372,427     2,587,737   

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 16,129       △ 74,761        58,631      △ 144,695      

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 26,465       1,202,496   △ 1,176,030  1,212,216   

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 -               △ 9,780         9,780        △ 9,750         

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 5,576         -               5,576        3,250         

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よる 支 出 △ 1,380,229   △ 486,990      △ 893,239     △ 1,251,138   

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よる 収 入 4,902         6,786         △ 1,884        24,746       

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よる 支 出 △ 80,934       △ 3,908         △ 77,026      △ 6,929         

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よる 収 入 605,738      126,505      479,233     885,321      

連 結 子 会 社 株 式 取 得 に よる 支 出 -               -               -              △ 394,000      

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 643            630            13            1,264         

そ の 他 △ 29,230       △ 36,840        7,609        △ 16,881       

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 863,197      724,138      △ 1,587,335  303,403      

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 増 加 額 ( △ 減 少 額 ） 242,456      △ 272,292      514,748     84,951       

長 期 借 入 に よ る 収 入 1,861,829   846,700      1,015,129  5,912,096   

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 2,578,001   △ 2,860,386   282,384     △ 11,483,637 

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 -               -               -              2,942,400   

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 150,000      △ 3,085,000   2,935,000  △ 3,085,000   

配 当 金 の 支 払 額 △ 219,880      △ 178,425      △ 41,454      △ 178,982      

少 数 株 主 か らの 払 込 み に よる収 入 -               968,999      △ 968,999     968,999      

自 己 株 式 処 分 に よ る 収 入 41             -               41            1,431         

自 己 株 式 買 付 け に よ る 支 出 △ 16,804       -               △ 16,804      △ 389,521      

そ の 他 -               △ 222,498      222,498     -               

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 860,359      △ 4,802,904   3,942,545  △ 5,227,264   

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同等 物に 係る換算 差額 △ 72,474       △ 121,947      49,473      △ 205,118      

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 529,818      △ 2,247,292   2,777,110  △ 2,541,241   

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 9,906,698   12,459,205  △ 2,552,507  12,459,205 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の増減額 -               △ 11,266        11,266      △ 11,266       

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 10,436,516 10,200,647  235,869     9,906,698   

（注） 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表及び連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 7,103,687 9,125,829 △ 2,022,141  6,342,547

現金及び現金同等物に該当する有価証券 3,540,200 1,239,457 2,300,742  3,789,677

計 10,643,888 10,365,287 278,601     10,132,224

預入期間が3か月を超える定期預金 △ 207,371 △ 164,639 △ 42,731      △ 225,526

現金及び現金同等物 10,436,516 10,200,647 235,869     9,906,698

比較連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度

自　平成16年4月 1日

当中間連結会計期間

自　平成17年4月 1日
増　　減　　金　　額

至　平成17年3月31日至　平成16年9月30日

前中間連結会計期間
期　　　　　　　別

科　　　　　　　目
金　　　　　　　額金　　　　　　　額

自　平成16年4月 1日

至　平成17年9月30日

金　　　　　　　額
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１．連結の範囲に関する事項

連結子会社は11社でDAISHINKU(AMERICA)CORP.、大真空(香港）有限公司、DAISHINKU(SINGAPORE)PTE.LTD.、DAI

SHINKU(DEUTSCHLAND)GmbH、PT.KDS INDONESIA、天津大真空有限公司、株式会社九州大真空、加高電子股份有限
公司、加高電子（深圳）有限公司、HARMONY ELECTRONICS(THAILAND)CO.,LTD.、上海大真空国際貿易有限公司であ
ります。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用している会社はありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、PT.KDS INDONESIA、天津大真空有限公司、加高電子股份有限公司、加高電子（深圳）有限公司、HA

RMONY ELECTRONICS(THAILAND)CO.,LTD.、上海大真空国際貿易有限公司の中間決算日は6月30日、大真空(香港)

有限公司、DAISHINKU(AMERICA)CORP.、DAISHINKU(SINGAPORE)PTE.LTD.、DAISHINKU(DEUTSCHLAND)GmbH、

は7月31日であります。

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券

その他有価証券

　　　　　　　　　　時価のあるもの ----

　　　　　　　　　　時価のないもの ---- 主として移動平均法による原価法

②デリバティブ

　　　　　　　　　　時価法

③たな卸資産

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物及び構築物　　　　　　３　～　６５年

機械装置及び運搬具　　　２　～　１７年

②無形固定資産 定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金

②賞与引当金

③退職給付引当金

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は主として移動平均法により算定しております。）

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間(5年）に基
づく定額法を採用しております。

中間連結財務諸表の作成にあたっては連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を採用しております。なお上海大真
空国際貿易有限公司は7月31日現在で決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としています。中間連結決算日との間
に生じた重要な取引につきましては連結上必要な調整を行なっております。

提出会社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した
建物（附属設備を除く）は定額法）を採用しております。　在外連結子会社は、主として
定額法を採用しております。　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

主として総平均法に基づく原価法を採用しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき計上して
おります。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき当中間連結会計期間末において発生していると認められる
額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と
して10年）による定額法により費用処理しております。
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④役員退職慰労引当金

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

②ヘッジ手段とヘッジ対象

③ヘッジ方針

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（平成14年8月9日企業会計審議会）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（平成15年10月31日　企業会計
基準委員会　企業会計基準適用指針第6号））を適用しております。

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとお
りであります。

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許資金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっております。

ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジ
しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま
す。

役員への退職金支給に備えるため、支給規定（内規）に基づき中間期末要支給額
を計上しております。

(4)重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっておりま
す。

　ヘッジ手段･･･金利スワップ

　ヘッジ対象・・・借入金

この結果、税金等調整前中間純利益が332,656千円減少しております。
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注記事項

（連結貸借対照表に関する事項）

（ 当中間連結会計期間末 ） （ 前中間連結会計期間末 ） （ 前連結会計年度末 ）

減価償却累計額 36,750,938 千円 38,355,610 千円 38,864,515 千円

受取手形裏書譲渡高 488,900 千円 585,860 千円 469,735 千円

（リース取引関係）

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

（ 当中間連結会計期間末 ） （ 前中間連結会計期間末 ） （ 前連結会計年度末 ）

取 得 価 額 減価償却累 減損損失累 中間期末残 取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累 中間期末残

相 当 額 計額相当額 計額相当額 高 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 高 相 当 額

機械装置及

び 運 搬 具 4,186,895  2,247,456  15,111      1,924,327  3,659,201  1,562,816  2,096,384  4,177,645  1,901,565  2,276,079  

そ の 他 56,902      27,461      -              29,440      80,799      57,108      23,690      94,279      62,933      31,346      

合 計 4,243,797  2,274,917  15,111      1,953,768  3,740,000  1,619,925  2,120,075  4,271,924  1,964,499  2,307,425  

②   未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（ 当中間連結会計期間末 ） （ 前中間連結会計期間末 ） （ 前連結会計年度末 ）

　　一年内 641,210     千円 681,355     千円 720,999     千円

　　一年超 1,403,946  千円 1,510,429  千円 1,662,989  千円

　　　合計 2,045,156  千円 2,191,785  千円 2,383,989  千円

　　　リース資産減損勘定中間期末（期末）残高

（ 当中間連結会計期間末 ） （ 前中間連結会計期間末 ） （ 前連結会計年度末 ）

7,333 千円 -              千円 -              千円

③   支払リース料及び減価償却費相当額

（ 当中間連結会計期間末 ） （ 前中間連結会計期間末 ） （ 前連結会計年度末 ）

　　支払リース料 396,023 千円 324,230 千円 712,288 千円

      リース資産減損勘定の取崩額 7,777 千円 -              千円 -              千円

　　減価償却費相当額 351,545 千円 287,664 千円 632,238 千円

　　支払利息相当額 44,196 千円 40,984 千円 89,322 千円

　　減損損失 15,111 千円 -              千円 -              千円

④   減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤　 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

2. オペレーティング・リース取引

（ 当中間連結会計期間末 ） （ 前中間連結会計期間末 ） （ 前連結会計年度末 ）

　　一年内 19,789      千円 21,799      千円 18,440      千円

　　一年超 25,967      千円 31,550      千円 19,417      千円

　　　合計 45,756      千円 53,349      千円 37,858      千円

※  注記事項の記載金額は、表示単位未満切り捨てにより表示しております。

（単位：千円）
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有価証券関係

　１　　時価のある有価証券

中間連結貸借 中間連結貸借 連結貸借

対照表計上額 対照表計上額 対照表計上額

792,822 1,694,023 901,201 1,140,555 2,009,739 869,184 1,067,165 1,962,828 895,662

- - - 423,327 517,470 94,143 - - -

792,822 1,694,023 901,201 1,563,882 2,527,210 963,327 1,067,165 1,962,828 895,662

　２　　時価評価されていない主な有価証券

3,540,200 1,239,457 3,789,677

390,000 390,000 390,000

3,930,200 1,629,457 4,179,677

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

契約金額等 時価 契約金額等 時価 契約金額等 時価

為替予約取引

買         建 597,348 568,738 △ 28,609 449,984 426,023 △ 23,960 531,471 527,924 △ 3,546

597,348 568,738 △ 28,609 449,984 426,023 △ 23,960 531,471 527,924 △ 3,546

（注）　1.時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　　　　2.ヘッジ会計が利用されておりますデリバティブ取引は記載対象から除いております。

評価損益評価損益 評価損益

平成17年9月30日 平成16年9月30日 平成17年3月31日

区分

  その他有価証券

 ①株式

 ②その他

計

区分

（単位 : 千円）

  その他有価証券

 ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ

 非上場株式(店頭売買株式を除く)

計

前連結会計年度

平成17年9月30日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

平成17年9月30日 平成16年9月30日

計

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

市場取引以外

の取引

区分 種類

平成17年3月31日

取得原価 取得原価差額

前連結会計年度

（単位 : 千円）

（単位 : 千円）

取得原価差額 差額

前連結会計年度

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

平成16年9月30日 平成17年3月31日
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1. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自　平成17年4月1日　至　平成17年9月30日）、前中間連結会計期間（自　平成 16年4月1日　至　平成 16年9月30日）
及び前連結会計年度（自　平成 16年4月1日　至　平成 17年3月31日）において、水晶製品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメ
ントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略
しております。

2. 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自　平成 17年 4月 1日　至　平成 17年 9月 30日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1)

(2)

( )

( )

営 業 費 用 ( )

営 業 利 益 790,520 32,549 558,574 9,128 1,390,773 ( ) 786,058

前中間連結会計期間（自　平成 16年 4月 1日　至　平成 16年 9月 30日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1)

(2)

( )

( )

営 業 費 用 ( )

営 業 利 益 767,689 50,657 415,428 4,404 1,238,180 ( ) 714,796

前連結会計年度（自　平成 16年 4月 1日　至　平成 17年 3月 31日）

Ⅰ売上高及び営業損益
売 上 高

(1)

(2)

( )

( )

営 業 費 用 ( )

営 業 利 益 1,655,364 64,134 945,465 11,964 2,676,929 ( ) 1,635,159

（注）　国又は地域の区分は地理的近接度によって区分しており、各区分に属する主な国は次の通りであります。
・欧 州 ドイツ、イギリス
・ア ジ ア 香港、シンガポール、中国、インドネシア、台湾、タイ
・北 米 米国

（単位：千円）

日　本 欧　州 アジア 北　米 計 消去又は全社 連　結

外部顧客に対する売上高 7,400,276 703,522 6,217,078 1,455,086 15,775,964 ― 15,775,964

6,968 14,129,039 14,129,039

セグメント間の内部

売上高又は振替高 7,763,132 20 ―

計 15,163,409 703,543 12,575,996 1,462,054 29,905,004 14,129,039 15,775,964

6,358,917

14,372,889 670,994 12,017,421 1,452,926

―

セグメント間の内部

（単位：千円）

28,514,230 13,524,325 14,989,905

604,714

12,005 13,519,650 13,519,650

1,390,997

12,996,266

12,830,600 1,430,838

523,384

14,023,468 2,914,543 34,763,161 ―

30,690,883706,644

12,415,17114,955,109 655,986 1,426,433

外部顧客に対する売上高 16,434,151

57,420,656

連　結

外部顧客に対する売上高 8,561,581 704,399 6,486,418 1,418,832 17,171,232 ―

日　本 欧　州

17,171,232

売上高又は振替高

計

29,452,702 16,456,436

13,519,650 17,171,232

7,161,218 2,244 6,344,181

（単位：千円）

日　本 欧　州 アジア 北　米 計 消去又は全社 連　結

34,763,161

セグメント間の内部

売上高又は振替高 13,725,675 2,283 11,590,846 15,619 25,334,424 25,334,424 ―

34,763,161計 30,159,827 1,393,280 25,614,314 2,930,163 60,097,586 25,334,424

33,128,002

1,041,770

28,504,462 1,329,146 24,668,849 2,918,199

セグメント情報

---
---
---

24,292,654

計 消去又は全社アジア 北　米

15,722,799
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3.海外売上高

海外売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。

当中間連結会計期間　（自　平成 17年 4月 1日　至　平成 17年 9月 30日）
        （単位：千円）

欧州 アジア 北米 計

Ⅰ 705,285               7,816,894             1,456,054             9,978,234             

Ⅱ 15,775,964           

Ⅲ

前中間連結会計期間　（自　平成 16年 4月 1日　至　平成 16年 9月 30日）
        （単位：千円）

欧州 アジア 北米 計

Ⅰ 728,602               8,193,481             1,437,483             10,359,567           

Ⅱ 17,171,232           

Ⅲ

前連結会計年度　（自　平成 16年 4月 1日　至　平成 17年 3月 31日）
        （単位：千円）

欧州 アジア 北米 計

Ⅰ 1,417,236             16,317,875           2,998,530             20,733,642           

Ⅱ 34,763,161           

Ⅲ

（注） 1 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2 各区分に属する主な国又は地域

(1) 欧　　　州 ---- ドイツ、イギリス

(2) ア　ジ　ア ---- 香港、シンガポール、中国、台湾

(3) 北　　　米 ---- 米国

3 海外売上高は、当社グループ（当社及び連結子会社）の本邦以外の国又は地域における売上高

であります。

46.9% 8.6% 59.6%
海外売上高の割合

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連結売上高に占める
4.1%

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連結売上高に占める
4.5% 49.5% 9.2% 63.2%

海外売上高の割合

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連結売上高に占める
4.2% 47.7% 8.4% 60.3%

海外売上高の割合
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生産、受注及び販売の状況

（1）生産実績

期　別

部　門

31,927,582

223,859

32,151,442

（2）受注状況

期　　別

部　門

16,305,428 99.7 17,881,651 99.5 35,575,205 99.6

47,396      0.3            83,467      0.5            148,083 0.4

16,352,824 100.0 17,965,118 100.0 35,723,289 100.0

（3）販売実績

期　別

部　門

              ％               ％               ％

15,705,816 99.6 17,062,834 99.4 34,574,883 99.5

70,148      0.4            108,398    0.6            188,277 0.5

15,775,964 100.0 17,171,232 100.0 34,763,161 100.0

自平成16年4月1日

金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

              ％               ％

　至平成16年9月30日

受　　　　注　　　　高　　

15,813,594

自平成16年4月1日

16,685,328

前中間連結会計期間

　至平成17年9月30日

前中間連結会計期間

　至平成17年9月30日 　至平成16年9月30日

金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

そ　　　　　の　　　　　他

自平成17年4月1日

当中間連結会計期間

　至平成17年9月30日

自平成17年4月1日

前中間連結会計期間

　至平成16年9月30日

116,337          

自平成16年4月1日

16,568,991水   晶  製  品  事   業

当中間連結会計期間

水   晶  製  品  事   業

当中間連結会計期間

自平成17年4月1日

そ　　　　　の　　　　　他 106,297          

合　　　　　　　　　　　　計

受　　　　注　　　　高　　

15,707,296

水   晶  製  品  事   業

そ　　　　　の　　　　　他

合　　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　　計

　　（単位：千円）

前連結会計年度

　至平成17年3月31日

　　（単位：千円）

自平成16年4月1日

              ％

前連結会計年度

　至平成17年3月31日

受　　　　注　　　　高　　

金　　　額 構　成　比

自平成16年4月1日

　　（単位：千円）

前連結会計年度

　至平成17年3月31日

金　　　額 構　成　比

自平成16年4月1日

- 17 -




